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参考１ 開催要綱 
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「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」開催要綱 

 

１ 背景・目的 

 ブロードバンドインフラの普及やスマートフォン等の端末の多様化等を背景に、デ

ジタル化が社会全体で急速に進展する中、放送の将来像や放送制度の在り方について、

「規制改革実施計画」や「情報通信行政に対する若手からの提言」（令和３年９月３

日 総務省情報通信行政若手改革提案チーム）も踏まえつつ、中長期的な視点から検

討を行う。 

  

２ 名称 

  本会は「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」と称する。 

 

３ 検討項目 

（１）デジタル時代における放送の意義・役割 

（２）放送ネットワークインフラの将来像 

（３）放送コンテンツのインターネット配信の在り方 

（４）デジタル時代における放送制度の在り方 

（５）その他 

 

４ 構成及び運営 

（１）本会は、総務大臣の検討会として開催する。 

（２）本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（３）本会に、総務大臣があらかじめ指名する座長を置く。 

（４）座長代理は座長が指名する。 

（５）座長代理は座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本会を招集する。 

（６）座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことが

できる。 

（７）その他、本会の運営に必要な事項は座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の取扱い 

（１）本会の会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者

又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

座長が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本会の会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに

掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び

利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他座長が必要と認める場

合については、非公開とする。 

（３）本会の会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームペー

ジに掲載し、公開する。 

 

６ その他 

本会の庶務は、情報流通行政局放送政策課が、同局情報通信作品振興課、放送技

術課、地上放送課及び衛星・地域放送課の協力を得て行うものとする。  
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（別紙） 

 
「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」構成員名簿 

 

（敬称略・座長を除き五十音順） 

＜構成員＞  

   

（座長） 三友
みとも

 仁
ひと

志
し

 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 教授 
   

 
飯塚
いいづか

 留
る

美
み

 
一般財団法人マルチメディア振興センター 調査研究部  

研究主幹 
   

 
伊東
いとう

 晋
すすむ

 東京理科大学 名誉教授 
   

 
大谷
おおたに

 和子
かずこ

 株式会社日本総合研究所 執行役員法務部長 
   

 
奥
おく

 律
りつ

哉
や

 株式会社電通総研 名誉フェロー 
   

 
落合
おちあい

 孝
たか

文
ふみ

 
渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 プロトタイプ政策研究所

所長・シニアパートナー弁護士 
   

 宍戸
し し ど

 常
じょう

寿
じ

 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 
   

 曽我部
そ が べ

 真
まさ

裕
ひろ

 京都大学大学院法学研究科 教授 
   

 
瀧
たき

 俊
とし

雄
お

 
株式会社マネーフォワード グループ執行役員 CoPA Fintech

研究所長 
   

 
長田
ながた

 三
み

紀
き

 情報通信消費者ネットワーク 
   

 
林

はやし

 秀弥
しゅうや

 名古屋大学大学院法学研究科 教授 
   

 
森川
もりかわ

 博之
ひろゆき

 東京大学大学院工学系研究科 教授 
   

 
山本
やまもと

 龍彦
たつひこ

 慶應義塾大学大学院法務研究科 教授 
   

 
山本
やまもと

 隆司
りゅうじ

 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 
   

  計14名 

＜オブザーバ＞ 

      日本放送協会 

一般社団法人日本民間放送連盟 

一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 
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参考２ 開催状況 
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「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」 

開催状況（第24回以降） 

 

 

○第24回（令和６年３月５日（火）13:00～） 

(1) 当面の検討課題について 

(2) 令和６年能登半島地震における放送分野の状況について 

(3) ＡＭ局の運用休止について 

(4) 公共放送ＷＧ第２次取りまとめ及び放送法の一部を改正する法律案について 

(5) 意見交換 

 

○第25回（令和６年４月10日（水）15:00～） 

(1) ＡＭ局の運用休止について 

(2) 放送大学が使用していた地上テレビジョン放送用周波数の利用に係るニーズ調査 

の結果について 

(3) 意見交換 

 

○第26回（令和６年５月24日（金）16:00～） 

(1) 構成員名簿の改訂 

(2) 令和６年能登半島地震を踏まえた検証 

(3) 宍戸構成員からのプレゼンテーション 

(4) 「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」からの報 

   告 

(5) 現行制度について 

(6) 意見交換 

 

○第 27回（令和６年６月 10日（月）16:00～） 

(1) ヒアリング 

  ・日本放送協会 

(2) 飯塚構成員からのプレゼンテーション 

(3) 論点及び検討スケジュールについて 

(4) マスター設備の IP化・クラウド化に関する取組 

 

○第 28回（令和６年７月 25日（木）16:00～） 

(1) 「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」からの報 

   告 
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(2) ヒアリング（偽・誤情報への対応について）

・日本民間放送連盟

(3) ヒアリング（小規模中継局等のブロードバンド等による代替及び放送の将来像

について）

・日本放送協会

(4) 事務局説明

(5) 意見交換

○第 29回（令和６年８月 19日（月）16:00～）

(1) ヒアリング（小規模中継局等のブロードバンド等による代替及び放送の将来像に

ついて）

・日本民間放送連盟

・日本ケーブルテレビ連盟

(2) 事務局説明（放送の将来像と制度の在り方に関する論点整理（案））

(3) 意見交換

○第 30回（令和６年 10月 22日（火）16:30～）

(1) 「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」からの報

告

(2) 「衛星放送ワーキンググループ」からの報告

(3) 「公共放送ワーキンググループ」からの報告

(4) 検討会取りまとめ（第３次）（案）について

(5) 意見交換

○第 31回（令和６年 12月 10日（火）10:00～）

(1) 検討会取りまとめ（第３次）（案）に対する意見募集の結果

(2) 意見交換
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参考３ 規制改革実施計画 
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規制改革実施計画

規制改革実施計画等（令和４年６月７日 閣議決定）のフォローアップ結果 1

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和５年３月31日時点）

今後の予定
（令和５年

３月31日時点）

規制改革推進

会議評価

措置
状況

評価
区分

20

デ ジ タ
ル 時 代
に お け
る 放 送
制 度 の
在 り 方
に つ い
て

a ①総務省は、放送ネットワークインフラの将来
像についての議論を踏まえ、ミニサテライト局等
を始めとする放送設備の共用化、アウトソーシ
ングや、地上波テレビジョン放送の機能の全部
又は一部のブロードバンド等による代替、マス
ター設備の保有・運用形態について設備保有
法人の整備なども含めた効率化等、採り得る選
択肢を検討し、結論を得る。

②その際、人口動態等が収益にもたらす影響
を踏まえて、コスト負担等を含めた実現可能性、
将来的なアウトソーシングや設備保有法人等の
コストの高止まり防止策、技術革新に対応でき
るガバナンスの整備を含めた具体的方策につ
いても検討する。ＮＨＫと民間放送事業者との
連携を推進し、民間事業者の設備維持、コスト
負担の軽減にも資するように、適切な協力、イ
ンフラ整備への協力関係の構築を推進する。

③上記のうち、ブロードバンド等による代替につ
いては、技術実証も実施しつつ更なる検討を行
い、結論を得る。

a：（①、②）令
和４年７月検
討・結論、
（③）令和４年
８月検討開
始、令和６年
度結論

総務省

a：（①、②）
総務省では、令和３年11月から、「デジタル時代にお
ける放送制度の在り方に関する検討会」を開催し、デ
ジタル化の進展等を踏まえた放送の将来像や放送制
度の在り方について中長期的な視点から検討を行い、
令和４年８月に第一次取りまとめを公表した。本取り
まとめにおいては、共同利用型モデルについて、「更
なる効率化を図る観点から、中継局の保有・運用・維
持管理を担うハード事業者（基幹放送局提供事業者）
の設立も経営の選択肢となり得る」とされ、マスター設
備についても、「効率化を図る観点から、マスター設
備の集約化・ＩＰ化・クラウド化は経営の選択肢となり
得る」とされている。また、ブロードバンド等による代
替についても、「ＦＴＴＨを用いたＩＰユニキャスト方式に
ついて、比較的受信世帯数の少ない小規模中継局等
の代替としての経済合理性が期待でき、代替手段と
しての利用可能性があること」が示されている。今後、
これらの実現に向けては、「総務省も適切に関与しつ
つ、ＮＨＫ及び民間放送事業者をはじめとした関係者
間で具体的な検討・協議を進めていくべきである」と
の方針が示された。
a：（③）
令和４年２月から、「小規模中継局等のブロードバンド
等による代替に関する作業チーム」を開催し、技術実
証も実施しつつ、ブロードバンド等による代替可能性
について検討を進めているところ。

a：（①、②）措
置済
（③）令和６年
度の措置に向
けて、引き続
き必要な検討
を行う。

検討中 継続F

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋
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2規制改革実施計画（令和４年６月７日 閣議決定）のフォローアップ結果

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和５年３月31日時点）

今後の予定
（令和５年

３月31日時点）

規制改革推進

会議評価

措置
状況

評価
区分

20

デ ジ タ
ル 時 代
に お け
る 放 送
制 度 の
在 り 方
に つ い
て

b 総務省は、上記を踏まえて、放送法（昭和25
年法律第132号）の改正を含め、デジタル時代
に適した放送の在り方を実現するための検討を
行い、必要な措置を講ずる。具体的には、デジ
タル時代における放送の意義の変化を捉えて、
現代において必要とされる放送の役割を定め
つつ、地上波に限られない放送事業者のマスメ
ディア集中排除原則や放送対象地域の見直し
のほか、コーポレートガバナンスの強化など、
経営基盤の強化に向けた取組を行う。
①マスメディア集中排除原則の見直しに際して
は、同原則が目指す多様性、多元性、地域性に
留意しつつ、認定放送持株会社傘下の地上基
幹放送事業者の地域制限の撤廃、地上波テレ
ビジョン放送の異なる放送対象地域に係る規制
（認定放送持株会社制度によらない場合）に関
する、既存の隣接地域等の特例に限らない、一
定の範囲での規制緩和の特例の創設などにつ
いて検討し、措置する。
②放送対象地域の見直しについては、希望す
る放送事業者において複数の放送対象地域に
おける放送番組の同一化が可能となる制度に
ついて検討し、措置する。さらに、視聴者への
説明責任が果たされるようなＰＤＣＡサイクルの
確保や、地域情報等の各放送事業者の特性に
応じた情報発信が確保されるように定量的な評
価を行うための指標の設定も含め、地域情報
の発信を確保するための仕組みを併せて検討
して、措置し、継続的にフォローアップを行う。

b：（前段、①、
②前段） 令和
４年７月検討・
結論、令和４
年度措置、法
改正を伴う場
合は令和４年
度内に法案提
出、
（後段（①、②
以外）、②後
段） 令和４年
度検討開始、
令和５年結論、
結論後速やか
に措置・措置
後も継続的に
フォローアップ

総務省

b：（①）
総務省では、マスメディア集中排除原則の見直しにつ
いて、令和５年３月に省令を改正し、認定放送持株会
社傘下の地上基幹放送事業者の地域制限を撤廃す
るとともに、放送対象地域の隣接・非隣接に関わらず、
地上テレビジョン放送、ラジオ放送について、それぞ
れ９局（コミュニティ放送の場合は放送対象地域が９
都道府県分）までの兼営・支配を可能とする緩和を
行った。
（前段、後段（①、②以外）、②前段、②後段）
「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検
討会」第一次取りまとめを踏まえた必要な制度整備と
して、令和５年３月３日、「放送法及び電波法の一部を
改正する法律案」を第211回通常国会に提出した。
当該法律案は、
(ⅰ)複数の地上基幹放送事業者が中継局を共同で利
用するための規定
(ⅱ)基幹放送の安定性が確保されるための規定（業
務管理体制についての基準適合維持義務、その履行
を担保するための監督規定等）
(ⅲ)複数の放送対象地域における放送番組の同一化
を可能とするための規定
の各整備等を行うものである。
このうち(ⅲ)については、複数の放送対象地域におけ
る放送番組の同一化を実施した場合も地域情報の発
信を確保することを必要としている。
コーポレートガバナンスの強化については、「デジタル
時代における放送制度の在り方に関する検討会」を
開催し、検討を進めているところ。

b：（①）措置済
（ 前 段 、 後 段
（①、②以外）、
②前段、②後
段 ） 令 和 ５ 年
度の措置に向
けて必要な手
続 き ・ 検 討な
どを行うととも
に、
その後のフォ
ロ ー ア ッ プ を
行う。

検討中 継続F

c：令和５年度
以降の措置に
向けて、引き
続き必要な検
討を行う。

c 総務省は、ＮＨＫ及び民間放送事業者の同時
配信等及びオンデマンド配信による方法を含め
て、通信における放送事業者の情報発信を推
進するために、プラットフォーム連携やオンライ
ン配信を推進するための必要な制度や方策を
含めた、デジタル時代に適した放送の在り方の
構築に向けて検討を行い、必要な措置を講ずる。

c ：令和４年度
検討開始、結
論時に期限を
定めて措置

c：総務省では、ＮＨＫのインターネット配信の在り方等
について、令和４年９月から「公共放送ワーキンググ
ループ｣を開催するとともに、インターネット時代にお
ける放送コンテンツの制作・流通を促進するための方
策の在り方について、令和４年12月から「放送コンテ
ンツの制作・流通の促進に関するワーキンググルー
プ」を開催し、検討を進めているところ。

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和５年３月31日時点）

今後の予定
（令和５年

３月31日時点）

規制改革推進会議評価

措置
状況

評価
区分

20

ロ ー カ ル
局 の 経 営
基盤強化

a 総務省は、マスメディア
集中排除原則が目指す多
様性、多元性、地域性に
留意しつつ、ローカル局の
経営自由度を向上させる
ための議論を進める。特
に、役員兼任規制の見直
しなどのローカル局から直
接要望のある論点に限ら
ず、制作能力や設備面の
集積や共用による、ローカ
ル局の総合的な経営力・
企画力の向上が可能とな
るよう、隣接県に限らない
経営の連携等の枠組みな
ど、中長期的な放送政策
の全体像を踏まえた施策
を検討する。

a:令和３年
度検討・
結論

総務省

a 総務省では、令和３年11月から、「デジタル時代における放送制
度の在り方に関する検討会」を開催し、デジタル化の進展等を踏ま
えた放送の将来像や放送制度の在り方について中長期的な視点か
ら検討を行い、令和４年３月に「論点整理」を取りまとめ、公表した。
「論点整理」においては、「インターネットを含め情報空間が放送以

外にも広がる中で、経営の選択肢を増やす観点から見直しを図るべ
きである」とし、「特にローカル局の経営力の向上を図り、隣接県に
限らない経営の連携を可能とする観点」から、マスメディア集中排除
原則の見直しとして、「認定放送持株会社傘下の地上基幹放送事業
者の地域制限の撤廃」や「地上テレビ放送の異なる放送対象地域
（認定放送持株会社制度によらない場合）に係る規制の特例の創
設」等の方針が示された。
このほか、「論点整理」では、同一の放送番組の放送を同時に受信
できることが相当と認められる一定の区域たる放送対象地域の見直
しとして、放送事業者の経営の選択肢を増やす観点から、「希望する
放送事業者において、複数の放送対象地域における放送番組の同
一化が可能となる制度を設けるべき」との方針が示された。

a 措置済

検討中 継続F
b 放送法（昭和25年法律
第132号）の改正を前提と
して、ＮＨＫとローカル局又
はローカル局同士での、
放送設備やインターネット
配信設備の共用化が進む
よう、総務省はローカル局
の要望等を踏まえつつ、Ｎ
ＨＫを含めた放送事業者
間の協議の場が設けられ
るために、必要な措置を
講ずる。

b:令和３年
度措置

b 民間放送事業者等の責務（放送対象地域において基幹放送があ
まねく受信できるように努める責務等）の遂行に対するＮＨＫの協力
に係る努力義務規定を整備する等の改正事項を盛り込んだ「放送法
等の一部を改正する法律案」は第204回通常国会に提出したものの
継続審査となり、その後、衆議院解散に伴い廃案になったところ、同
内容を盛り込んだ「電波法及び放送法の一部を改正する法律案」を
令和４年２月に第208回通常国会に提出した。
当該法律案は成立していないものの、「デジタル時代における放送
制度の在り方に関する検討会」での検討を踏まえ、令和４年２月から、
ＮＨＫ、民間放送事業者、通信事業者等からなる「小規模中継局等
のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」を開催し、小規
模中継局のブロードバンド等による代替可能性について実務的に検
討を進めている。
また、総務省は、「日本放送協会令和４年度収支予算、事業計画及
び資金計画に付する総務大臣の意見」において、「インターネット活
用業務に係る民間放送事業者との連携・協力については、放送法上
の努力義務であることを十分に踏まえ、民間放送事業者の求めに応
じ、その取組の具体化を図ること」に配意すべきとした。

b 措置済

規制改革実施計画（令和３年６月18日 閣議決定）のフォローアップ結果 3

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

参考ー9



No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和４年３月31日時点）

今後の予定
（令和４年

３月31日時点）

規制改革推進会議評価

措置
状況

評価
区分

指摘
事項

21

放送のユ
ニバール
サービス
の在り方

令和３年度の「地上放送イ
ンフラのあり方に関する調
査研究」の結論を基に、地
上波テレビジョン放送の機
能の全部又は一部をブ
ロードバンド網に代替させ
ることについて、コストベ
ネフィット分析を踏まえた
具体的な選択肢や、国民
負担の軽減を考慮したあ
まねく受信義務・努力義務
の在り方も含めて、検討を
行う。

令和３年
度検討開
始、早期
に結論

総務省

総務省では、令和３年11月から、「デジタル時代における放送制
度の在り方に関する検討会」を開催し、デジタル化の進展等を踏
まえた放送の将来像や放送制度の在り方について中長期的な視
点から検討を行い、令和４年３月に「論点整理」を取りまとめ、公
表した。
「論点整理」においては、「人口減少や視聴スタイルの変化等、放
送を巡る環境が急速に変化する中において、良質な放送コンテン
ツを全国の視聴者に届けるため、放送事業者の放送ネットワーク
インフラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に注力できる
環境を整備していくべき」とし、小規模中継局のブロードバンド等
による代替可能性について検討していくこととされた。令和４年２
月から、「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する
作業チーム」を開催し、「地上放送インフラのあり方に関する調査
研究」の調査結果も踏まえつつ、ブロードバンド等による代替可能
性について実務的に検討を進めているところ。

左記検討会
及び作業
チームにおい
て、令和４年
夏頃に取りま
とめを行い、
その後、令和
６年度まで技
術検証を行
いつつ検討。

検討中 継続F

検討会
及び作
業チー
ムの検
討状況
を要
フォ
ロー。

規制改革実施計画等（令和３年６月18日 閣議決定）のフォローアップ結果 4

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

（参考） フォローアップにおける措置区分・評価区分について 5

※ 措置区分の分類基準は次のとおりである。
措置済 ・・・・・実施計画に定められた内容を完了したもの（１項目に複数の実施時期を有するものは、すべての項目が措置さ

れた場合に「完了」とする）
未措置 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けた検討は終了したが、措置が完了していないもの
検討中 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けて検討中で、結論が得られていないもの
未検討 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けた検討が実施されなかったもの

— ・・・・・実施計画上、実施時期が具体的に記載されていない事項で、上記に区分できないもの

※ 評価区分の判断基準は次のとおりである。
解決・・・・・・・・・・・・実施計画の趣旨に沿って制度整備が完了又は実施計画の趣旨に沿って運用がなされているもの
継続フォロー・・・・・現在のところまでは実施計画の趣旨に沿っているが、一部制度（政省令、通達レベルなども含め）が未整備

である等のため、フォローアップが必要なもの
要改善 ・・・・・・・・・制度整備状況又は運用状況が、実施計画の趣旨に沿っていないと考えられるもの
フォロー終了 ・・・・上記に分類できないもので、フォローの必要がないもの（社会情勢の変化によりフォローの必要がなくなった

もの、規制改革実施計画で後年度に改めて閣議決定されたもの等）

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

参考ー10



規制改革実施計画（令和５年６月１６日 閣議決定）

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

22

デジタル時代
における放送
制度の在り方

a

①総務省は、デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会におけ

る放送ネットワークインフラの将来像についての議論を踏まえて令和４年７月に

取りまとめた、放送事業者が放送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減し、

コンテンツ制作に注力するための方策について、特にローカル局にとっても採り

得る経営の選択肢となるよう、その具体化に向けた取組を推進する。具体的に

は、複数の放送事業者の小規模中継局等をまとめて保有・運用する「共同利用

型モデル」の実現に向けて、「共同利用型モデル」によるハード会社を想定した

柔軟な参入制度を措置し、制度の運用に向けた取組を進める。

②小規模中継局等のブロードバンド等による代替については、技術実証も実施

しつつ、必要となるコストの試算など、制度面・運用面を含めた更なる検討を進

め、結論を得る。

a：（①）法案提出につい

ては措置済み、運用に

ついては令和５年度検

討・措置、

（②）令和６年度結論

総務省

II 実施事項
３．個別分野の取組
＜スタートアップ・イノベーション分野＞
（13）放送に関する制度の見直し

6

【出典】 「規制改革実施計画」（令和５年６月16日閣議決定）より抜粋

規制改革実施計画（令和５年６月１６日 閣議決定）

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

22
デジタル時代
における放送
制度の在り方

b 総務省は、令和４年７月に取りまとめた内容を踏まえて、放送法（昭和25年
法律第132号）等の関係法令について、デジタル時代に適した放送の在り方を

実現するための制度見直しを措置する。具体的には、放送事業者のマスメディ
ア集中排除原則の見直しや複数の放送対象地域における放送番組の同一化
に向けた制度整備を措置するほか、コーポレートガバナンスの強化など、経営
基盤の強化に向けた取組を行う。

①マスメディア集中排除原則の見直しに際しては、同原則が目指す多様性、多
元性、地域性に留意しつつ、認定放送持株会社傘下の地上基幹放送事業者の
地域制限の撤廃、地上波テレビジョン放送の異なる放送対象地域に係る規制
（認定放送持株会社制度によらない場合）に関する、既存の隣接地域等の特例
に限らない、一定の範囲での規制緩和の特例の創設などについて必要な総務
省令の改正を行う。

②複数の放送対象地域における放送番組の同一化については、希望する放送
事業者において、放送番組の同一化が可能となるよう制度を創設する。さらに、
視聴者への説明責任が果たされるようなＰＤＣＡサイクルの確保や、地域情報
等の各放送事業者の特性に応じた情報の発信を適切に評価するための定量
的な指標の設定も含め、地域情報の発信を確保するための仕組みを併せて検
討して、措置し、継続的にフォローアップを行う。

③コーポレートガバナンスについては、放送事業者が社会的な役割と責任を
負っていることに鑑み、地域における放送番組の質を高められるよう、番組制
作力の維持・向上のための人材戦略や経営戦略の策定の慫慂等も含めたコー
ポレートガバナンスの強化について、上記の制度見直しの状況を踏まえて、検
討する。また、放送事業者を取り巻く経営環境の厳しさが増していることを踏ま
えて、総務省が放送法等の権限に基づき行う免許や業務の認定等の審査の機
会において、放送事業者の経営の持続可能性の確認を行うことなどを含めて、
放送事業者の経営基盤強化に向けた取組を進める。

b：（前段、①、②前段）措

置済み、（後段（①、②以
外）、②後段、③）令和５
年結論、結論後速やか
に措置、措置後も継続的
にフォローアップ

総務省

7

【出典】 「規制改革実施計画」（令和５年６月16日閣議決定）より抜粋
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規制改革実施計画（令和５年６月１６日 閣議決定）

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

22
デジタル時代
における放送
制度の在り方

ｃ 総務省は、ＮＨＫ及び民間放送事業者の同時配信等及びオンデマンド配信
による方法を含めて、通信における放送事業者の情報発信を推進するために、
プラットフォーム連携やオンライン配信を推進するための必要な制度や方策を
含めた、デジタル時代に適した放送の在り方の構築に向けて検討を行い、必要
な措置を講ずる。ＮＨＫについては、インターネット時代において公共放送が担
うべき役割や、ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方について検討を進め、
結論を得る。また、ローカル局の番組がインターネット上においてもより幅広く視
聴されるよう、地域情報の発信の確保の観点も踏まえて、放送コンテンツの制
作・流通の促進について検討を行い、必要な措置を講ずる。

c：令和５年度結論、結論
時に期限を定めて措置

総務省

8

【出典】 「規制改革実施計画」（令和５年６月16日閣議決定）より抜粋
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参考４ ヒアリング資料等 
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（１） ワイドＦＭ（ＦＭ補完放送）対応端末普及を 

目指す連絡会 

（資料 24－４） 
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（２） 山口放送株式会社 

（資料 25－１） 

  

参考ー18



参考ー19



参考ー20



参考ー21



参考ー22



参考ー23



参考ー24



参考ー25



 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 株式会社エフエム東京 

（資料 25－２） 
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（４） 株式会社 radiko 

（資料 25－３） 
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（５） 宍戸常寿構成員 

（資料 26－３） 
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（６） 日本放送協会 

（資料 27－１、資料 28－４） 
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（７） 飯塚留美構成員 

（資料 27－２） 
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（８） 一般社団法人日本民間放送連盟

（資料 28－３、資料 29－１） 
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（９） 曽我部真裕構成員

（資料 28－５） 

参考ー88



論点（案）に対するコメント 曽我部真裕 

〇 論点１ないし３について 

 放送制度は、2010 年放送法改正以前の定義（以下、「伝統的定義」という。）における放

送の技術的な特性を基礎に形成されてきたといえる。その主なものは、①同報性、②輻輳の

ないこと、③低コストと広範囲に到達すること、であろう。 

放送は、これらの特性を利用して、広く市民が共有すべきいわゆる基本的情報（災害やパ

ンデミックなど生命身体の安全に関わる情報、報道など民主主義の維持に関わる情報、ドキ

ュメンタリーやある種のドラマなど人々が自律的に人生を送るために必要な情報など。視

聴率の高いものも低いもの（不採算なもの）も含む。）の伝達する役割をゆだねられてきた。 

 こうした役割を最大限に発揮させるために、一方では番組準則をはじめとする規律が課

され、他方では、あまねく放送する義務ないし努力義務が課されてきた。 

 あまねく放送する義務・努力義務は、引き続き維持されるべきであるが、技術的選択肢が

増えてきたこんにち、伝統的定義における放送によってすべてをカバーする必要はなく、経

営上の選択によって他の技術的手段を利用することも排除されるべきではない。もっとも、

その際には、伝統的定義における放送の特性②は、大災害、大事件の際に情報が得られない

ことのないよう、同等性が確保されなければならない。①に関しても同様であるが、通信技

術を利用することによる数秒の遅延を問題とする必要はないように思われる。 

 こうした観点からは、IP ユニキャストによる代替に特に厳格な条件を付すことなく、基

本的には放送事業者の経営判断に委ねることも考えられる。しかし、IP ユニキャストは、

録画やデータ放送などの点で伝統的定義における放送と比較して視聴者の利便性を損なう

面があり、こうした観点からすれば、ミニサテ局による中継がコスト面で著しく不合理であ

り、ほかに適切な代替方法がない場合など、限定的に認めることが妥当だと思われる（論点

２、３）。また、番組準則をはじめとする規律が正当化されるのは伝統的定義における放送

であるがゆえであることを踏まえれば、放送対象地域の大部分（所定の数値を法令等で定め

ることを想定）は伝統的定義における放送によってカバーされていることが必要ではない

か（論点１「基幹放送を電波により受信できるようにする現行の枠組み」とも関連。）。 

 NHK の地上基幹放送を IP ユニキャストでの代替については、基本的には慎重に考える

べきであろうが、民放が代替をし NHK がしないという場合の視聴者の利便性なども考慮す

る必要があるのではないか。 

〇 論点６について 

 前述のとおり、これまでの放送制度は、伝統的定義における放送の技術的特性を基点とし

て、それに一定の役割を付与することで形成されてきたが、将来的にはそれが逆転して、役

資料 28-５ 
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割論主体になる。 

 役割論としては、引き続き基本的情報の供給ということになるが、ネット時代となり、こ

れらの情報は個別には多く供給されているので、放送制度に期待されるもの（放送の価値）

は、それらを選別しまとめて提供する「参照点」としての役割となる。最近言われるアテン

ションエコノミーの影響回避といった点も、そこに含まれる。

伝統的定義における放送、特に基幹放送なかでも地上波放送においては、法令等に基づい

て作出された寡占性を背景とした独占のレントによって経営基盤が保証され、不採算番組

も一定程度放送することを求めることが経営基盤的に正当化され、他方、そのための内容規

制が、電波を利用することから理論的にも正当化されるという構造であった。 

 現在の制度の延長線上で考えるならば、まずはこうした構造を前提とする必要がある。そ

こで考えられるのが、すでに指摘されているように、放送事業者に対して、OTT 上でのプ

ロミネンスや、著作権処理での優遇、NHK からの協力など、ネット上の業務での優遇付与

である。放送事業者は、伝統的定義における放送を継続しつつ、ネット上では伝統的定義に

おける放送に準じる水準のコンテンツを配信し、それに対して優遇を受ける形である。この

際、ネット配信の部分を放送概念に包摂するか否かは、本来は、本質的な問題ではないよう

に思われる（著作権処理での優遇のために放送概念を拡大するのか、それ以外の法技術で優

遇を可能とするのかといった議論は技術的なことではないか。放送概念に伴うメリットと

負担とを一括して与えたいのであれば放送概念の拡大という方法をとることになる。）。 

他方、将来、放送制度自体が地盤沈下し（伝統的定義における放送がいよいよ見られなく

なり）、多くの放送事業者にとっても免許維持の負担に耐えられなくなった段階では、より

抜本的な改革が必要となる。伝統的定義における放送を継続するかどうかは別として、いず

れにしても伝送路としては通信が中心あるいは全てとなる。一案として、PSM（パブリッ

ク・サービス・メディア）の提案があり、個々のメディアの判断によって PSMの認定を受

けると、プロミネンス等のほか、受信料財源からの補助などが得られる代わりに、基本的情

報の供給について一定の規律を受けるという制度が考えられる。そこでは、手上げ方式で

PSM 認定を受けた主体を基準とする規律となり、放送概念は不要となる。 
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（１０） 林秀弥構成員

（資料 28－６） 
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（１１） 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

（資料 29－２） 
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デジタル時代における放送の将来像と
制度の在り方に関する取りまとめ（第３次）

デジタル時代における放送制度の
在り方に関する検討会事務局

令和６年12月13日

～概要～



放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第３次）概要

第１章 放送の将来像

2

放
送
の
価
値

基
本
的
理
解

● 放送は、表現の自由の下で、国民の知る権利を実質的に充足し、健全な民主主義
の発達に寄与するもの。公共性の観点からは、同時・同報の信頼される基幹的メ
ディアとして、公衆を包摂・形成する社会基盤というべきもの。

● 情報の伝送手段が多様化し、情報空間の健全性の確保や公衆の相互理解や対話の
促進が課題となる中で、放送の社会的な役割に対する期待は大きい。

放
送
の
在
り
方

● 放送に期待される価値の本質は変わらないとしても、放送の価値をもたらし、そ
れを発揮する放送の在り方は変わり得るもの。

● その観点から、放送がその社会的な役割を果たす上で不可欠な良質なコンテンツ
が提供される構造※１や情報空間の変化※２なども踏まえて、将来的な放送の在り方
について引き続き検討を進めていくことが必要。
※１ コンテンツの質の確保は、各放送事業者において視聴者の意見を採り入れながら適切に図られるもの。

一般論として、良質なコンテンツは、一定の編集責任と経営基盤の下で収入を確保し、資源を投じて制作
してこそ提供可能。その効用は、世代を問わず国民に広く提供されてこそもたらされる。

※２ 情報空間は絶えず変化。例えば、市場原理に委ねているだけでは特定の分野の情報が十分に提供されな
くなるおそれや、情報過多によって必要な情報にたどり着くことが難しくなるおそれがある。

放送概念

（放送制度）

● 現行の放送制度※１は、情報の伝送手段としての放送の技術的な特性※２を基礎とし
て、放送に社会的な役割を担わせることで形成されてきたもの。
※１ 現行法上の放送の定義は、公衆によって直接受信されることを目的とする電気通信の送信。この定義の

下で、放送番組等のインターネット配信は、放送に該当しない。
※２ 同時・同報で広範囲に到達すること、輻輳のないこと等

● 情報の伝送手段が多様化し、上記の特性が相対化する中で、放送制度やその中の
放送概念は、将来的には、放送の社会的な役割を基礎として、多様な伝送手段に
よりその役割がより良く果たされるように再構成されると考えることは可能。

● そのような放送制度を検討する上では、一定の編集責任が果たされることを前提と
して経営基盤の確保※３を図る観点から、放送の社会的な役割の担い手をその編集責
任に見合う形で優遇※４することなどの効果について議論を深めていくことも必要。
※３ 現行法における基幹放送の場合には、無線の伝送路の優先的確保や計画的な普及によって図られてきたもの。
※４ プロミネンス（ＰＦ上で情報を目立たせ、アクセス機会を確保する措置）、権利処理、視聴データの取扱い等



放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第３次）概要

第２章 小規模中継局等のブロードバンド等による代替

小規模中継局等による放送 ＩＰユニキャストによる代替

放送局

3

代
替
の
イ
メ
ー
ジ

代替の是非

● 放送に準ずる品質・機能を確保した上で、基幹放送を行う者の責任の下で安定的
かつ継続的に行われることを前提として、小規模中継局等による放送をＩＰユニ
キャスト※で代替することを経営の選択肢として許容することが適当。
※ ＩＰユニキャストは、現行の放送法上、放送ではなく、品質・機能の基準がない点や技術的な制約がある

点に留意が必要。その一方で、放送番組のインターネット配信に用いられており、放送に準ずる一定の技
術的な特性は備えていると考えられる。

● ＮＨＫについても、ＮＨＫと民間放送が協力し、両者の責任の下で行われること
を前提として、ＩＰユニキャストによる代替を許容することが適当。

代替の要件

● 代替は、一定の要件（代替の必要性※１、代替の受容性※２）を満たす限定的な場合
に限り許容するが、複雑で厳格、硬直的な要件とならないように配慮すべき※３。
※１ 経営状況、小規模中継局等の開設・維持に係るコストの合理性等
※２ 地域住民の理解を得る上で必要なプロセスを踏んでいること等
※３ 基幹放送の伝送手段は放送が基本。

● 円滑な権利処理ができる代替手段となっているかどうかも重要。

品質・機能
● 品質・機能の水準については、ＩＰユニキャストの技術的な制約を考慮するとと

もに、放送に準じて視聴者が受容可能なものとすることが適当。

放送対象地域

受信点

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 回線収容局

放送局

放送対象地域

小規模中継局等
ＩＰユニキャスト



【参考】小規模中継局等のブロードバンド等による代替に向けた工程（イメージ）

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度以降

制度整備

総務省

代替支援（代替手段としてのＩＰユニキャストの開発・実装、現地調査、住民説明、相談対応）

コスト計算、代替手段の比較検討等

ＮＨＫ・民間放送

現地調査

制度運用

予算要求

住民説明、相談対応（相談窓口の設置等）

中継局廃止

代替手段としてのＩＰユニキャストの開発・実装

代替手段の提供主体

※必要に応じて中継局共同利用推進全国協議会・地域協議会の場を活用

ＮＨＫ・民間放送との協力（住民説明、相談対応）

（注）各工程は最短の場合を想定したもの。実際には実施可能なものから順次実施。

代替手段の提供

ＩＰユニキャストに係る権利処理に関する調整

※ケーブルテレビ、ＩＰマルチキャスト、ＩＰユニキャスト等の提供主体

相談対応

予算要求

代替手段としてのＩＰユニキャストの仕様検討

4

※ＮＨＫ・民間放送やメーカーと協力の上実施
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第３章 ラジオ放送における経営の選択肢

ＦＭ転換等

● 必要なニーズ調査を実施した上で95.0ＭＨｚ以上の周波数帯をＦＭ放送用の周波
数として既存のＦＭ事業者等を含めて使用可能とすることが適当。

● ＡＭ放送における経営の選択肢として、「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」の
実施状況も踏まえて制度面で「ＦＭ転換」を可能とすることが適当であり、まず
は「ＡＭ局廃止」から段階的に取り組むことを可能とすることが適当。

その他

● ラジオ放送における経営の選択肢の拡大を図るに当たっては、インターネット配
信によってもラジオ番組が聴取されている実態※に配慮するとともに、停電時にお
いても情報の伝送が可能なメディアとしての有用性に留意することが必要。
※radikoにおいては日本民間放送連盟加盟ラジオ放送局全99局及びＮＨＫのラジオ番組を聴取可能。

5

地上基幹放送に使用されている周波数 ＡＭ放送における経営の選択肢に関する用語

用途 周波数 周波数幅

ＡＭ放送 526.5～1606.5ＫＨｚ １ＭＨｚ

短波放送 3.9～26.1ＭＨｚの一部 ４ＭＨｚ

ＦＭ放送 76.0～95.0ＭＨｚ 19ＭＨｚ

地上テレビ放送 470.0～710.0ＭＨｚ 240ＭＨｚ

ＦＭ転換 親局を含むＡＭ局をＦＭ方式に転換すること

ＡＭ局廃止

ＡＭ方式の親局を維持しつつもＦＭ補完中
継局（ＦＭ方式による補完中継局）を整備す
るなどしてＡＭ方式による中継局を廃止す
ること

ＡＭ局の
運用休止に係る

特例措置

ＦＭ転換やＡＭ局廃止を検討するに当たっ
ては、その社会的影響※１を最小限にする必
要があり、これを検証する観点から、一定
期間においてＡＭ局の運用を休止すること
を認める特例措置※２

※１ＦＭ局のカバーエリアは一般的にＡＭ局よ
りも狭い。ＦＭ転換後の放送やＦＭ補完中
継局による放送を受信するためには、その
周波数に対応したラジオ受信機が必要。

※２ 2023年の再免許時に実施。13社34局に適用。




